
変更理由・備考 検証結果

○

○

○

○

○

○

○

検証結果

× × ○

○ 市区町村を統合して作成 ○ 同左 ○

× × ○

× ▲ 新たにランダムに付与 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

▲

調査項目「出生の年月」を「年
齢」に換算して提供
15～84歳は５歳階級
85歳以上はトップコーティング

▲

調査項目「出生の年月」を「年
齢」に換算して提供
15～84歳は５歳階級
90歳以上をトップコーティング

高齢化の進展により、母
集団に占める85～89歳の
割合が0.5％を超過

○

就学区分 ○ ○ ○

卒業時期 - ▲

就学状況の「卒業」において卒
業年次の区分を追加。
「昭和58年」～「平成24年」は5
年ごとにグルーピング及び「昭
和57年以前」で提供

新規の調査項目 ○

学校区分 ○ ○

「専門学校」において、「修業年
限」の区分（「１年以上２年未
満」、「２年以上４年未満」、「４
年以上」の３区分）を追加

選択肢の変更 ○

○ - 廃止の調査項目 -

× - 廃止の調査項目 -

- ○ H19年のみ調査なし ○

平成24年就業構造基本調査 匿名データの審査表（案）

リサンプリング
世帯単位に無作為抽出
抽出率は80%

同左

統計調査名 就業構造基本調査

匿名化処理の内容
平成19年（ベース年次）
匿名化処理基準

平成24年（追加）

データの並び替え
同一世帯の世帯員は世帯員番号順
を保ったまま世帯順はランダムに並
び替え

世帯単位にランダムに並び替え

世帯・個人識別情報の匿名化

○世帯人員が８人以上いる世帯を削
除
○同一年齢の15歳未満の世帯人員
が３人以上いる世帯を削除

○世帯人員が８人以上いる世帯を削
除
○同一年齢の15歳未満の世帯人員
が３人以上いる世帯を削除

世帯・個人を特定できる識別情報

既存の統計表により母集団一意又は
二意であることが判明しているレコー
ドの削除
○既存の統計表により、全国におい
て母集団一意又は二意であることが
判明しているレコードが含まれる世帯
の削除
○既存の統計表のうち、特に外観識
別性が高いと考えられる項目が含ま
れる統計表について、地域（３大都市
圏か否か）において母集団一意又は
二意であることが判明しているレコー
ドが含まれる世帯の削除

同左

都道府県・市区町村番号

攪乱処理 なし 同左

集計用乗率 提供 同左

地域情報
○３大都市圏か否か
○都道府県・市区町村番号、調査区
符号、世帯番号を削除

３大都市圏か否か

提供項目等 ○：原則そのまま提供 ▲：匿名化を講じて提供 ×：提供しない -：調査なし

３大都市圏か否か

調査区符号

世帯番号

世帯員番号

男女

配偶関係

世帯主との続柄

年齢

１年前の常住地

１年前常住の都道府県名

居住開始の時期

15
歳
以
上
の
世
帯
員
に
つ
い
て

教
育

資料２－２

平成24年就業構造基本調査 - 1/3



検証結果提供項目等 ○：原則そのまま提供 ▲：匿名化を講じて提供 ×：提供しない -：調査なし

- ○ H19年のみ調査なし ○

- ▲

都道府県名は提供しない（「同じ
都道府県内の別の市区町村」、
「他の都道府県」等の４区分で
提供）

H19年のみ調査なし ○

- ○ 新規の調査項目 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ - 廃止の調査項目 -

○

○

○ ○ ○

- ○ 新規の調査項目 ○

- ▲ 10回以上をトップコーディング 新規の調査項目 ○

○ ○ ○

▲
報告書の「詳細区分」から結合
してリコーディング

▲ 「詳細区分」をグルーピング ○

▲ 報告書の「詳細区分」を提供 ▲ 「詳細区分」を提供 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○
「65時間以上」を「65～74時
間」、「75時間以上」に分割

選択肢の変更 ○

○ ○
「1,000～1,499万円」を「1,000～
1,249万円」、「1,250～1,499万
円」に分割

選択肢の変更 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ - 廃止の調査項目 -

○ ○ ○

○ 報告書の「大分類」を提供 ○ 「大分類」を提供 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

「建設・労務」、「運輸・通信職」
を削除して、「建設・採掘職」、
「輸送・機械運転職」、「農林漁
業職」を追加

選択肢の変更 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

「育児や通学などのため仕事が
続けられそうにない」を「出産・
育児のため」、「通学のため」に
変更・分割

「家族の介護・看護のため」を
「介護・看護のため」へ変更

選択肢の変更 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○
「雇われている人」における「常
雇」、「臨時雇」、「日雇」の区分
分けを削除

調査項目の統合
選択肢の変更

○

有
業
者
に
つ
い
て

年間就業日数

従業上の地位

雇用形態

就業時間希望

経営組織

産業

転居理由

転居前の居住地

収入の種類

ふだんの就業状態

職業訓練・自己啓発の有無

職業訓練・自己啓発の内容

９月末１週間の就業状態

副業の有無、従業上の地位

副業の産業

１年前の就業状態

前職の有無

就業希望の有無

転職希望理由

希望する仕事の形態

希望する仕事の形態

求職活動の有無

就業の規則性

週間就業時間

起業の有無

雇用契約期間の定めの有無・
１回当たりの雇用契約期間

個人所得

就業希望意識

現職の雇用契約の更新の有
無・回数

求職活動の有無

就業開始時期

就業理由

職業

従業者規模

15
歳
以
上
の
世
帯
員
に
つ
い
て

無
業
者
に
つ
い
て

就業希望時期

求職期間

非求職理由

就業希望理由

希望する仕事の種類
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検証結果提供項目等 ○：原則そのまま提供 ▲：匿名化を講じて提供 ×：提供しない -：調査なし

○ ○

「育児のため」、「家族の介護・
看護のため」、「家事（育児・介
護・看護以外）のため」を「出産・
育児のため」、「介護・看護のた
め」、「家事（出産・育児・介護・
看護以外）のため」へ変更・再
編

選択肢の変更 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

「育児のため」を「出産・育児の
ため」へ変更

「家族の介護・看護のため」を
「介護・看護のため」へ変更

選択肢の変更 ○

○

○

○ 報告書の「大分類」を提供 ○ 「大分類」を提供 ○

○ ○ ○

○ - 廃止の調査項目 -

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

× × ○

○ ○ ○

- ○ 新規の調査項目 ○

- ○ 新規の調査項目 ○

- ○ 新規の調査項目 ○

- ○ 新規の調査項目 ○

- × 新規の調査項目 ○

- × 新規の調査項目 ○

- × 新規の調査項目 ○

- × 新規の調査項目 ○

○ ○ ○

▲
同一年齢の15歳未満の世帯人
員が３人以上いる世帯を削除

▲ 同左 ○

▲
同一年齢の15歳未満の世帯人
員が３人以上いる世帯を削除

▲ 同左 ○

○ - 廃止の調査項目 -

○ ○ ○

○○
「雇われていた人」における「常
雇」、「臨時雇」、「日雇」の区分
分けを削除

調査項目の統合
選択肢の変更

世
帯
に
つ
い
て

東
日
本
大
震
災
の
影
響
に
つ
い
て

ふ
だ
ん
の
育
児
・
介
護
の
状
況
に
つ
い
て

前
職
に
つ
い
て

初
職
に
つ
い
て

継続就業期間

従業者規模

職業

ふだんの子（未就学児）の育
児の有無

初職の従業上の地位・雇用形
態

世帯所得

世帯の収入の種類

うち年齢別15歳未満世帯人
員

15歳未満世帯人員

15歳以上世帯人員

震災時の居住地（現在の居住
地と異なる場合は当時居住し
ていた市区町村名まで回答、
ただし現在とは別の都道府県
に居住していた場合は都道府
県名まで回答）

現在の避難の有無

震災による避難（一時的な退
避は除く）の有無

勤め先等が被災したことによ
る仕事（当時）への影響の有
無

この１年間における介護休業
などの制度の利用の有無・種
類

ふだんの家族（自宅外も対
象）の介護の有無

この１年間における育児休業
などの制度の利用の有無・種
類

産業

雇用形態

初職に就いた年齢

初職に就いた時期

初職と現職等との関係

無
業
者
に
つ
い
て １年前の就業状態

非就業希望理由

従業上の地位

離職理由

離職期間

離職時期

就業経験の有無
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変更理由・備考 検証結果

○

○

○

○

○

○

○

検証結果

× × ○

○ 市区町村を統合して作成 ○ 同左 ○

× × ○

× ▲ 新たにランダムに付与 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

▲

調査項目「出生の年月」を「年
齢」に換算して提供
15～84歳は５歳階級
85歳以上はトップコーティング

▲

調査項目「出生の年月」を「年
齢」に換算して提供
15～84歳は５歳階級
90歳以上をトップコーティング

高齢化の進展により、母
集団に占める85～89歳の
割合が0.5％を超過

○

就学区分 ○ ○ ○

卒業時期 - ▲

就学状況の「卒業」において卒
業年次の区分を追加。
「昭和63年」～「平成29年」は5
年ごとにグルーピング及び「昭
和62年以前」で提供

H24年：新規の調査項目 ○

学校区分 ○ ○

「専門学校」において、「修業年
限」の区分（「１年以上２年未
満」、「２年以上４年未満」、「４
年以上」の３区分）を追加

「短大・高専」を「短大」、「高専」
に分割

H24年：選択肢の変更

H29年：選択肢の変更

○

○ - H24年：廃止の調査項目 -

× - H24年：廃止の調査項目 -

- ○ ○

統計調査名 就業構造基本調査

匿名化処理の内容
平成19年（ベース年次）
匿名化処理基準

平成29年（追加）

平成29年就業構造基本調査 匿名データの審査表（案）

世帯・個人を特定できる識別情報

既存の統計表により母集団一意又は
二意であることが判明しているレコー
ドの削除
○既存の統計表により、全国におい
て母集団一意又は二意であることが
判明しているレコードが含まれる世帯
の削除
○既存の統計表のうち、特に外観識
別性が高いと考えられる項目が含ま
れる統計表について、地域（３大都市
圏か否か）において母集団一意又は
二意であることが判明しているレコー
ドが含まれる世帯の削除

同左

リサンプリング
世帯単位に無作為抽出
抽出率は80%

同左

攪乱処理 なし 同左

集計用乗率 提供 同左

データの並び替え
同一世帯の世帯員は世帯員番号順
を保ったまま世帯順はランダムに並
び替え

世帯単位にランダムに並び替え

世帯・個人識別情報の匿名化

○世帯人員が８人以上いる世帯を削
除
○同一年齢の15歳未満の世帯人員
が３人以上いる世帯を削除

○世帯人員が８人以上いる世帯を削
除
○同一年齢の15歳未満の世帯人員
が３人以上いる世帯を削除

地域情報
○３大都市圏か否か
○都道府県・市区町村番号、調査区
符号、世帯番号を削除

３大都市圏か否か

提供項目等

都道府県・市区町村番号

３大都市圏か否か

調査区符号

世帯番号

世帯員番号

○：原則そのまま提供 ▲：匿名化を講じて提供 ×：提供しない -：調査なし

男女

居住開始の時期

配偶関係

世帯主との続柄

年齢

１年前の常住地

１年前常住の都道府県名

15
歳
以
上
の
世
帯
員
に
つ
い
て

教
育
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検証結果提供項目等 ○：原則そのまま提供 ▲：匿名化を講じて提供 ×：提供しない -：調査なし

- ○ ○

- ▲

都道府県名は提供しない（「同じ
都道府県内の別の市区町村」、
「他の都道府県」等の４区分で
提供）

○

- ○ H24年：新規の調査項目 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ - H24年：廃止の調査項目 -

○

○

○ ○ ○

- ○

H24年：新規
H29年：
・「１か月以上６か月以下」を「１
か月以上３か月以下」、「３か月
超６か月以下」に、「その他」を
「５年超」、「期間がわからない」
に分割

H24年：新規の調査項目
H29年：選択肢の変更

○

- ▲ 10回以上をトップコーディング H24年：新規の調査項目 ○

○ ○ ○

▲
報告書の「詳細区分」から結合
してリコーディング

▲ 「詳細区分」をグルーピング ○

▲ 報告書の「詳細区分」を提供 ▲ 「詳細区分」を提供 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○
「65時間以上」を「65～74時
間」、「75時間以上」に分割

H24年：選択肢の変更 ○

○ ○
「1,000～1,499万円」を「1,000～
1,249万円」、「1,250～1,499万
円」に分割

H24年：選択肢の変更 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ H24年のみ調査なし ○

- ○ 新規の調査項目 ○

- ○ 新規の調査項目 ○

○ ○ ○

○ 報告書の「大分類」を提供 ○ 「大分類」を提供 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

有
業
者
に
つ
い
て

○
「雇われている人」における「常
雇」、「臨時雇」、「日雇」の区分
分けを削除

H24年：調査項目の統合
H24年：選択肢の変更

転居理由

転居前の居住地

収入の種類

ふだんの就業状態

９月末１週間の就業状態

従業上の地位

１年前の就業状態

副業の産業

副業の有無、従業上の地位

収入を一定金額以下に抑える
ための就業時間や日数の調
整の有無

現在の雇用形態での就業理
由

前職の有無

15
歳
以
上
の
世
帯
員
に
つ
い
て

就業希望意識

就業時間希望

転職希望理由

現在の仕事への就業理由

就業開始時期

求職活動の有無

希望する仕事の形態

雇用形態

起業の有無

雇用契約期間の定めの有無・
１回当たりの雇用契約期間

現職の雇用契約の更新の有
無・回数

経営組織

産業

職業

従業者規模

年間就業日数

就業の規則性

週間就業時間

個人所得

職業訓練・自己啓発の有無

職業訓練・自己啓発の内容
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検証結果提供項目等 ○：原則そのまま提供 ▲：匿名化を講じて提供 ×：提供しない -：調査なし

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

「建設・労務」、「運輸・通信職」
を削除して、「建設・採掘職」、
「輸送・機械運転職」、「農林漁
業職」を追加

H24年：選択肢の変更 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

「育児や通学などのため仕事が
続けられそうにない」を「出産・
育児のため」、「通学のため」に
変更・分割

「家族の介護・看護のため」を
「介護・看護のため」へ変更

H24年：選択肢の変更 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

「育児のため」、「家族の介護・
看護のため」、「家事（育児・介
護・看護以外）のため」を「出産・
育児のため」、「介護・看護のた
め」、「家事（出産・育児・介護・
看護以外）のため」へ変更・再
編

H24年：選択肢の変更 ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

「育児のため」を「出産・育児の
ため」へ変更

「家族の介護・看護のため」を
「介護・看護のため」へ変更

H24年：選択肢の変更 ○

○

○

- ○ 新規の調査項目 ○

○ 報告書の「大分類」を提供 ○ 「大分類」を提供 ○

○ ○ ○

○ - H24年：廃止の調査項目 -

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

× × ○

○ ○ ○

「雇われていた人」における「常
雇」、「臨時雇」、「日雇」の区分
分けを削除

○
H24年：調査項目の統合
H24年：選択肢の変更

○

無
業
者
に
つ
い
て

前
職
に
つ
い
て

初
職
に
つ
い
て
初職の従業上の地位・雇用形
態

職業

産業

雇用契約期間の定めの有無・
１回当たりの雇用契約期間

雇用形態

従業上の地位

初職に就いた年齢

初職に就いた時期

初職と現職等との関係

継続就業期間

従業者規模

非就業希望理由

就業希望時期

求職期間

非求職理由

求職活動の有無

離職理由

離職期間

離職時期

就業経験の有無

１年前の就業状態

希望する仕事の形態

希望する仕事の種類

就業希望理由

就業希望の有無
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検証結果提供項目等 ○：原則そのまま提供 ▲：匿名化を講じて提供 ×：提供しない -：調査なし

- ○ H24年：新規の調査項目 ○

- ○ 新規の調査項目 ○

- ○
H24年：新規
H29年：「残業の免除・制限」を
追加

H24年：新規の調査項目
H29年：選択肢の変更

○

- ○ H24年：新規の調査項目 ○

- ○ 新規の調査項目 ○

- ○
H24年：新規
H29年：「残業の免除・制限」を
追加

H24年：新規の調査項目
H29年：選択肢の変更

○

○ ○ ○

▲
同一年齢の15歳未満の世帯人
員が３人以上いる世帯を削除

▲ 同左 ○

▲
同一年齢の15歳未満の世帯人
員が３人以上いる世帯を削除

▲ 同左 ○

○ - 廃止の調査項目 -

○ ○ ○

ふ
だ
ん
の
育
児
・
介
護
の
状
況
に
つ
い
て

世
帯
に
つ
い
て

ふだんの子（未就学児）の育
児が有りの場合、ふだんの１
日当たりの家事・育児時間

ふだんの子（未就学児）の育
児の有無

世帯所得

世帯の収入の種類

うち年齢別15歳未満世帯人
員

15歳未満世帯人員

15歳以上世帯人員

この１年間における介護休業
などの制度の利用の有無・種
類

ふだんの家族（自宅外も対
象）の介護が有りの場合、そ
の頻度

ふだんの家族（自宅外も対
象）の介護の有無

この１年間における育児休業
などの制度の利用の有無・種
類
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